
北海道保健福祉部地域医療推進局地域医療課

遠隔医療に係る道の取組等について

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/index.htm


専門医と地域の病院が画像を見ながら遠隔
地の医師との症例検討を行うなど、医師等に
指導を行う。

遠隔相談 オンライン診療

測定した生体情報（体温、血圧、脈拍、
尿糖値等）や患者の映像・音声等を遠隔地の
医師へネットワークを通じ送信する。

遠隔画像診断

Ｘ線写真やＭＲＩ画像など、放射線
科で使用される画像を通信で伝送し、
遠隔地の専門医が診断を行う。

医師－医師間
（ＤtoＤ）

患者のいる地域の病院 専門医のいる病院

ネットワーク

大学病院等 地域の病院

ネットワーク

医師－医師
間

（ＤtoＤ）

遠隔病理診断

体組織の画像や顕微鏡の映像を送受
信するなどし、遠隔地の医師が、特に

手術中にリアルタイムに遠隔診断を行う。

専門医（病理医）側 手術執刀医側

ネットワーク

患者 医師

ネットワーク

医師－医師
間

（ＤtoＤ）

顕微鏡操作
コントローラー

電子顕微
鏡

顕微鏡動画像

映像/音
コミュニケーショ
ン

CT、ＭＲＩ画像
読込
読影結果の登録 CT、ＭＲＩ画像登録

読影レポートの受領

診察

指示

読影結果の登録

読影結果の確認

顕微鏡コントロー
ル

医師－患者
間

（ＤtoＰ）

病理医 担当医

ＤtoPwithD

ＤtoP
withN

遠隔医療の種類①

○ 道では、「オンライン診療その他の遠隔医療の推進に向けた基本方針」（令和５年６月
厚生労働省）に規定される遠隔医療のうち、特にＤtoＤ（医師－医師）を推進。

第５回デジタル田園都市国家構想実現会議厚生労働省資料を改変
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遠隔医療の種類②

○ オンライン診療（ＤtoＰ）は、情報通信機器を用いて自宅等にいる患者を医療機関に
いる医師が診察する形態のほか、情報通信機器や医療機器を搭載したモビリティ（医療
MaaS）により診察する形態、公民館等の医師が常駐しないオンライン診療のための診療
所において診察する形態等がある。

DtoP、
DtoPwithN

等

DtoPwithD

オンライン診療

患者(車内) 医師(病院)

オンライン診療

医師(病院) 医師(病院)

患者(自宅等)

患者(病院（かかりつけ医）) 患者(公民館
等)

DtoP

DtoPwithN

オンライン診療

医療MaaS車両、看護師、ドライバー

オンライン診療
(一般的なもの)

オンライン診療
（公民館等活用）

オンライン診療
（医療MaaS）

自宅等



１ 遠隔医療促進事業（設備整備事業）

２ 遠隔医療促進事業（遠隔相談事業）
※助言・指導に係る逸失利益相当経費支援

３ 遠隔医療促進事業（在宅患者遠隔支援事業）

遠隔医療システムの補助制度

地域医療介護総合確保基金

国庫補助金

４ 遠隔医療情報通信機器整備費補助金
①遠隔画像診断・遠隔病理診断（DtoD）
②オンライン診療（DtoP、DtoPwithN、DtoPwithD）
③遠隔手術指導（DtoD）
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概 要 補助基準額 補助率

○遠隔テレビカンファレンスシステム導入経費への補助
（設備購入経費、接続等関連経費）

【支援側】3,000千円
【依頼側】2,000千円

１／２
以内

遠隔テレビカンファレンスシステムを導入する医療機関の設備整備を支援します。

導入経費
300万円

自己負担
150万円

補助額
150万円

【補助額例】

1 遠隔医療促進事業（設備整備事業）

救急患者搬送
トリアージ

※救急対応・トリアージの効率化を
目的とした遠隔ネットワークの場合は、
画像等を共有するソフトウェアの
導入経費も対象

搬送元病
院

搬送先病院

画像等共有ソフト

依頼する側、支援する側の双方補助対象となる。

※原則、同一二次医療圏内
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【二次医療圏】 【南渡島圏域】

設備整備事業の対象となる場合

患者を診療し相談を行う
地域の病院の設備整備

相談を受け助言を行う
病院の設備整備

遠隔相談支援体制を同じ二次医療圏内で構築する場合は、
遠隔テレビカンファレンスシステム等の設備整備費用が補助対象になります。
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原則
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設備整備事業の対象となる場合

札幌圏域 根室圏域

異なる二次医療圏の医療機関間で構築する場合でも、次の条件を満たすことで
遠隔テレビカンファレンスシステム等の設備整備費用が補助対象になります。

①支援を受ける（助言を受ける）病院が地方・地域センター病院である場合

高度・専門医療機関など
地方・地域センター病院
（市立根室病院）

【地方・地域センター病院とは】
・地域間の医療格差に対応するため、道独自の制度として、二次医療圏ごとに一定の要件を備えた中核的医療
機関を地方・地域センター病院として指定し、施設・設備の充実を図るなど、地域医療支援機能を強化。

・医師派遣、技術援助、研修会の開催、無医地区等への巡回診療などを実施。

特例①



設備整備事業の対象となる場合

札幌圏域
根室圏域

異なる二次医療圏の医療機関間で構築する場合でも、次の条件を満たすことで
遠隔テレビカンファレンスシステム等の設備整備費用が補助対象になります。

②支援する（助言を行う）病院が道の政策により、遠隔医療による対応を役割としている場合

てんかん診療拠点病院
（札幌医科大学附属病院）

受援側の医療機関の種別は問わない
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北海道医療計画(抜粋)
第６節 精神疾患の医療連携体制

1～4(略)
5 数値目標等を達成するために必要な施策

【てんかん】
○ 専門医による高度な医療が必要な患者に対し、てんかん診療拠点機関を中心に
地域における診療連携体制の構築や遠隔医療による対応を進めます。

特例②



区 分 対象経費 補助基準額 補助率

ＴＶカンファレンスシステム
やＩＣＴツールにより画像を
含めて対面によりアドバイス
等の診療支援を行う医療機関

遠隔相談の実施に必要な経費
（人件費（給料、職員手当）、
需用費、通信運搬費、使用料
等）※診療報酬上の遠隔連携診療料が算定

可能な相談に係る経費は除く

8,000円／時
（１週間の上限：

５時間）

10／10
以内

２ 遠隔医療促進事業（遠隔相談事業）

相 談

助言・指導

Ｔ町
患者を診療する診療所

Ｓ市
専門医のいる病院

診療

ネットワークによる
連携体制の構築

補助対象

遠隔ネットワークにより相談を受け、助言・指導を行う医療機関に対し、
逸失利益相当経費について支援します。

（補助対象者：医療機関）

9



２ 遠隔医療促進事業（遠隔相談事業）

【助言に係る逸失利益相当経費支援】

二次医療圏の区別なく活用可能です。
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２ 遠隔医療促進事業（遠隔相談事業）

【助言に係る逸失利益相当経費支援】

札幌市内
大学病院

センター病院

【南渡島圏域】

患者の病状に応じ、
二次医療圏を超えて
札幌、旭川の大学病院などに
搬送される場合がある。

例：三次救急の場合など
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２ 遠隔医療促進事業（遠隔相談事業）

【助言に係る逸失利益相当経費支援】

札幌市内
大学病院

【南渡島圏域】

患者家族への治療方針の説明
退院後、地域の病院に戻った後の
治療方針の助言・指示

例：退院後支援（地域病院での診療）
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区 分 対象経費 補助基準額 補助率

設備整備事業
在宅患者遠隔支援に必要な委託料、備品購
入費（取付工事料を含む）

5,000千円
1／2
以内

導入運営事業
遠隔医療等を実施するためのコンサルタン
トなど外部専門家のアドバイザー費用
（委託費、報償費等）

2,699千円
10／10
以内

（補助対象者：離島やへき地等の市町村及び医療機関又は当該圏域のへき地拠点病院）

○訪問診療を行う医療機関や在宅療養後方支援病院等、地域の関係機関が相互に連携し、

在宅患者に対する効率的かつ効果的な診療を行うために、オンライン診療や遠隔相談

等の実施体制を地域で一体的に整備することへの支援
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３ 遠隔医療促進事業（在宅患者遠隔支援事業）



在宅患者

○オンライン診療や遠隔相談等の実施に必要な情報通信機等を地域で一体的に整備

・在宅療養後方支援病院
・医師派遣元病院等

離島・へき地等の
医療機関

消防機関
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介護施設等

タブレット等（貸出）

タブレット等

タブレット・PC等

タブレット・PC等

タブレット・PC等遠隔相談
遠隔画像診断

オンライン診療
遠隔健康医療相談

搬送中の指示等

オンライン診療
遠隔健康医療相談

オンライン診療

オンライン診療

３ 遠隔医療促進事業（在宅患者遠隔支援事業）



病理医

放射線診断専門医

検体・画像データ

概 要 区 分 補助基準額 補助率

○画像診断など遠隔医療を実施するために必要な
コンピュータ機器等の整備に対する支援

コンピュータ機器、通信機器等（ソフトウェア
含む）購入費について補助

Ｘ線画像
ＭＲＩ画像等

【支援側】16,390千円（R7）
【依頼側】14,855千円（R7） 国1／2

事1／2
病理画像

【支援側】 4,598千円（R7）
【依頼側】14,198千円（R7）

（４ 国庫補助事業）遠隔医療情報通信機器整備費補助金①
遠隔画像診断・遠隔病理診断

依頼病院 支援病院

【事業概要】

結果データ

遠隔画像診断

遠隔病理診断
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概 要 補助基準額 補助率

○遠隔手術指導の実施に必要なコンピューター機器・情報通信機器等（ソ
フトウェアの導入を含む）購入費に対する支援

（遠隔内視鏡手術用支援機器や手術支援ロボットなどの機器は補助対象外）
5,580千円（R7）

国1／2
事1／2

（４ 国庫補助事業）遠隔医療情報通信機器整備費補助②
遠隔手術指導

【事業概要】

助言・指導

※遠隔手術指導の実施にあたっては、一般社団法
人日本外科学会が公開している「遠隔手術ガイ
ドライン」に基づく実施体制を確保すること
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リアルタイムな手術映像等
指導医現地術者



概 要 補助基準額 補助率

○オンライン診療を実施するために必要なコンピュータ機器等の整備に対す
る支援

コンピュータ機器、通信機器等（ソフトウェア含む）購入費について補助
（オンライン診療については、保険診療を目的に行う整備に限ることとし、
自由診療を目的とする者が行う整備は除くものとする。）

2,660千円（R7）
国1／2
事1／2

（４ 国庫補助事業）遠隔医療情報通信機器整備費補助金③
オンライン診療

【事業概要】

オンライン診療

DtoP、
DtoPwithN等

DtoPwithD
※「オンライン診療その他の遠隔医療の推進に
向けた基本方針」に沿うオンライン診療が対象
医師等医療従事者間での遠隔医療は対象外
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参考資料
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後志

南渡島
南檜山

北渡島檜山
東胆振

日高

西胆振

十勝

留萌

宗谷

遠紋

北網

根室

釧路
札幌

北空知

上川北部

上川中部

中空知

南空知

富良野

道南

道央

道北

オホーツク

十勝

釧路・根室

二次医療圏
市町村を広域的に支援すると
ともに、概ね、入院医療サー
ビスの完結を目指す単位

（21圏域）

三次医療圏
高度で専門的な医療サービス
を提供する単位

（他都府県は原則１つ）
（６圏域）

一次医療圏
初期医療を提供する基本的な
地域単位

（179圏域）

北海道医療計画における各医療連携圏域について参 考
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地方・地域センター病院一覧参 考

地方センター病院５
地域センター病院２５
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